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研究成果の概要： 
経済発展にとって制度的インフラの整備は決定的に重要であり、とりわけ法整備は市場経済の
発展にとって不可欠の要素である。本研究では、アジア市場経済化諸国を対象に法整備支援の
現状と問題点、さらには今後の課題について学際的研究を行ない、その成果の一部は『法整備
支援論―制度構築の国際協力入門』として出版した。調査結果は現在とりまとめ中であるが、
各国のコーポレート・ガバナンスのありようが市場経済化の成否に大きく関わっているという
暫定的な結論を得ている。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 2,500,000 750,000 3,250,000 

2007 年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

2008 年度 2,100,000 630,000 2,730,000 
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総 計 7,500,000 2,250,000 9,750,000 

 
 
研究分野：経済開発論 
科研費の分科・細目： 経済学・経済政策 3605 
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１．研究開始当初の背景 
言うまでもなく、経済発展にとって制度的イ
ンフラの整備は決定的に重要であり、とりわ
け法整備は市場経済の発展にとって不可欠
の要素である。しかしながら、この分野を研
究するためには法学だけでなく、経済学など
の幅広い研究者と実務家が共同で研究する
学際的組織が必要であり，これまでは十分な
研究がなされてきたとはいえなかった。そこ
で始められたのが、本研究である。 

 
２．研究の目的 
本研究は、1990 年代初頭のソ連東欧体制転
換以降に開始された国際機関･二国間ドナー
による「法整備支援」活動に着眼し、とくに
日本からの「法整備支援」が集中するアジア
市場経済化諸国を対象に、政策領域として最
も要視されるコーポレート・ガバナンス制度
や土地法制を中心とし、既往支援の網羅的な
評価分析を行ない、もって「法整備支援」の

研究種目：基盤研究（Ｂ） 

研究期間：2006～2008 

課題番号：１８４０２０２３ 

研究課題名（和文）アジア市場経済化諸国向け法整備支援の実証的研究  

  

研究課題名（英文）An Empirical Study of Assistance to Judicial Reforms for Transitional 

Economies in Asia  

研究代表者   

松永 宣明（MATSUNAGA NOBUAKI） 

神戸大学・大学院国際協力研究科・教授 

 研究者番号：80127399 



立案・評価手法の再構築に資する政策提言を
目的とする。 
 
 
 
３．研究の方法 
まず、研究会を定期的に開催し、この分野に
ついて既存の研究を報告し合い、情報の共有
に努めた。その過程で生み出されたのが下記
の著書である。次に、手分けをしてベトナム、
ラオス、カンボジア、インドネシア、中国の
調査を実施した。この現地調査では、コーポ
レート・ガバナンス制度と現地企業における
実態との乖離状況を特に重視した。これらの
国では、インタビュー調査に加え、可能な限
り企業に対するアンケート調査を実施した。 
 
 
 
４．研究成果 
研究目的にしたがって共同研究を行なった
結果を 1 冊の本として纏めて出版した。それ
が『法整備支援論―制度構築の国際協力入
門』である。この本の執筆には研究代表者、
研究分担者だけでなく、多数の専門家の参加
を得ており、講義などに広く使用されている。
現地での調査結果は、論文や学会報告の形で
発表しているが、幾つかの国では詳細なアン
ケート調査を実施しており、その結果に基づ
いた研究発表は、これから順次行なっていく
予定である。  
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